
1 （特別支援教育課） 

件  名  

埼玉県特別支援教育推進計画（案）について 

 

提出理由  

 埼玉県特別支援教育推進計画（案）について、別紙のとおり報告します。 

 

概  要  

１ 計画の策定趣旨 

２ 計画の期間 

３ 本県の特別支援教育における現状と課題 

４ 計画の掲げる四つの目標 

５ 施策の展開（15 の施策と主な取組） 

６ 計画の進行管理 

報告事項 
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埼玉県特別支援教育推進計画（案）の概要
１ 計画の策定趣旨

埼玉県特別支援教育環境整備計画が令和４年３月に終了となること

から、現計画の継承と発展を図りつつ、本県の現状と課題を踏まえ、

特別支援教育を総合的に推進するための計画として策定

２ 計画の期間

令和４年度から令和６年度までの３年間

３ 本県の特別支援教育における現状と課題

・ 通級による指導や特別支援学級、特別支援学校等における特別な

支援を必要とする幼児児童生徒数の増加

・ 特別な支援を必要とする幼児児童生徒が在籍する全ての学校にお

いて、一人一人の能力や特性に応じた指導の充実が必要

４ 計画の掲げる四つの目標

目標Ⅰ 連続性のある「多様な学びの場」の充実

目標Ⅱ 特別支援教育を担う教職員の専門性向上

目標Ⅲ 教育環境の整備

目標Ⅳ 関係機関の連携強化による切れ目ない支援の充実

５ 施策の展開（15の施策と主な取組）※施策名称は略記

目標Ⅰ 連続性のある「多様な学びの場」の充実

施策１ 就学前・・・各種健診を活用した支援の充実

施策２ 小・中学校等・・・個別の教育支援計画等の作成・活用

施策３ 特別支援学校・・・支援籍学習や交流及び共同学習の実施

施策４ 高等学校・・・中学校との情報共有による支援体制の充実

目標Ⅱ 特別支援教育を担う教職員の専門性向上

施策５ 全ての教職員・・・体系的な研修の充実

施策６ 通級指導、特別支援学級担当教員・・・オンライン研修の実

施・拡大

施策７ 特別支援学校の教員・・・免許法認定講習の活用による免許

状保有率の向上

目標Ⅲ 教育環境の整備

施策８ 小・中学校等・・・通級指導や特別支援学級の充実

施策９ 特別支援学校・・・知的障害特別支援学校の整備充実

施策10 高等学校・・・通級による指導の導入の推進

施策11 学校施設のバリアフリー化・・・県立学校におけるバリアフ

リー化の推進

目標Ⅳ 関係機関の連携強化による切れ目ない支援の充実

施策12 就学前・・・サポート手帳の活用促進

施策13 在学中・・・福祉・就労関係機関等との連携

施策14 卒業後・・・就労関係機関等との連携

施策15 医療的ケアが必要な子供への対応・・・医療的ケア実施体制

の充実

６ 計画の進行管理

計画を着実に進めるため、目標ごとに具体的な指標を設け進捗管理

【グラフ】特別な支援を必要とする児童生徒数の推移（通級指導、特別支援学級、特別支援学校）
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【参考資料】埼玉県特別支援教育推進計画（案）が設ける指標等

４ 県立知的障害特別支援学校の地域別受入規模と児童生徒数

３ 計画期間中における特別支援学校の整備計画

目
標

指標
現状 目標

年度 数値等 年度 数値等

Ⅰ

① 通常の学級における個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作成率※

個別の教育支援計画作成率

・公立幼稚園 Ｒ３ 89.7% Ｒ６ 100%

・公立小学校 Ｒ３ 84.2% Ｒ６ 90.0%

・公立中学校 Ｒ３ 70.6% Ｒ６ 80.0%

・公立高等学校 Ｒ３ 86.1% Ｒ６ 90.0%

個別の指導計画作成率

・公立幼稚園 Ｒ３ 89.5% Ｒ６ 100%

・公立小学校 Ｒ３ 86.8% Ｒ６ 90.0%

・公立中学校 Ｒ３ 74.5% Ｒ６ 80.0%

・公立高等学校 Ｒ３ 91.0% Ｒ６ 95.0%

② 支援籍学習を支える学校支援ボランティア養成講座

の年間受講者数
Ｒ２ 111人 Ｒ６ 350人

③ 特別支援学校高等部で一般就労を希望する生徒の就職率 Ｒ２ 81.4% Ｒ６ 90.3%

Ⅱ
④ 特別支援学級における特別支援学校教諭免許状保有率 Ｒ３ 36.0% Ｒ６ 40.0%

⑤ 特別支援学校における特別支援学校教諭免許状保有率 Ｒ３ 77.3% Ｒ６ 95.0%

Ⅲ

⑥ 特別支援学校の整備

新設校の設置 県東部地域特別支援学校（仮称） Ｒ３ ― Ｒ５ 開校

高校内分校の設置 狭山清陵・白岡・鳩ケ谷高校内分校 Ｒ３ ― Ｒ５ 開校

高校内分校の設置 大宮商業・新座柳瀬・三郷北高校内分校 Ｒ３ ― Ｒ６ 開校

校舎の増築 川越特別支援学校・三郷特別支援学校 Ｒ３ ― Ｒ５ 供用開始

校舎の増築 川口特別支援学校 Ｒ３ ― Ｒ６ 工事着手

Ⅳ

⑦ 福祉関係機関と連携した連絡会議等の実施率 Ｒ１ 48.4% Ｒ６ 60.0%

⑧ 個別の教育支援計画を用いた就労関係機関への引継ぎを

行っている割合
Ｒ２ 72.2% Ｒ６ 100%

１ 計画における指標の設定 ２ 県立知的障害特別支援学校の学部別児童生徒数

（人）

学部 年度 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

小学部 1,809 1,926 2,052 2,201

中学部 1,113 1,155 1,194 1,237

高等部 2,974 2,923 2,886 2,926

合計 5,896 6,004 6,132 6,364

（人）

年 度
受入
規模

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

新
設
校

県東部地域特別支援学校
（仮称）の設置 200 開校予定

高
校
内
分
校

上尾南、北本、宮代
高校内分校の設置 144 工事 開校予定

狭山清陵、白岡、鳩ケ谷
高校内分校（仮称）の設置 144 設計 工事 開校予定

大宮商業、新座柳瀬、三郷北
高校内分校（仮称）の設置 144 設計 工事 開校予定

校
舎
の
増
築

大宮北特別支援学校 72 工事 供用予定

川越特別支援学校 72 設計 工事 供用予定

三郷特別支援学校 72 設計 工事 供用予定

川口特別支援学校 174 工事設計

工事

地域 主な学校名
Ｒ３ Ｒ６

受入規模 児童生徒数 受入規模 児童生徒数

南部
川口、浦和、大宮北、上尾、
上尾かしの木、戸田かけはし 1,428 1,884 1,744 2,093

東部
草加かがやき、三郷、
越谷西、春日部、久喜 1,184 1,604 1,484 1,653

西南部
和光南、所沢おおぞら、
所沢、狭山、入間わかくさ 1,100 1,205 1,148 1,327

西北部 川越、東松山、毛呂山 438 613 510 667

北部
本庄、行田、騎西、
深谷はばたき、秩父 900 1,058 900 1,089

計 5,050 6,364 5,786 6,829
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第１編 総論 

第１章 埼玉県特別支援教育推進計画の策定に係る基本的な考え方 

１ 埼玉県特別支援教育推進計画の策定趣旨等 

⑴ 計画の策定趣旨 

インクルーシブ教育システムの構築に向け、障害のある児童生徒と

障害のない児童生徒が共に学ぶことを追求するとともに、必要な指導・

支援を受けられるよう、小・中学校における通常の学級、通級による指

導、特別支援学級、特別支援学校といった連続性のある「多様な学びの

場」の充実が求められています。 

こうしたことから、特別支援教育を取り巻く社会の動向や、特別支援

教育の環境整備に関する現状と課題などを踏まえ、平成３１年３月に

「埼玉県特別支援教育環境整備計画」（以下「環境整備計画」という。）

を策定しました。 

その後、本県では、同計画に基づき、喫緊の課題である知的障害特別

支援学校や特別支援学級に在籍する児童生徒の大幅な増加などに対応

するための「教育環境の整備」や、特別支援教育を推進するための「人

材育成」に重点を置き、取組を進めてきました。 

このたび、環境整備計画が令和４年３月で終了することから、その継

承と発展を図りつつ、特別支援教育を巡る状況を踏まえ、特別支援教育

を総合的に推進するため、新たな計画を策定するものです。 

 

⑵ 計画の位置づけ 

本県の教育の振興を図るために定める基本的な計画である「第３期

埼玉県教育振興基本計画（令和元年度～令和５年度）」を踏まえ、公立

学校における特別支援教育を推進するための基本的な考え方や取組を

定めた計画です。 

 

⑶ 計画の期間 

令和４年度から令和６年度までの３年間を計画期間とします。 
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２ 特別支援教育の理念と方向性 

⑴ 特別支援教育の理念 

特別支援教育とは、障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向

けた主体的な取組を支援するという視点に立ち、幼児児童生徒一人一

人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難

を改善又は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行うものです。 

また、特別支援教育は、これまでの特殊教育の対象の障害だけでなく、

発達障害も含めた、特別な支援を必要とする幼児児童生徒が在籍する

全ての学校において実施されるものでもあります。 

特別支援教育を推進することは、障害のある幼児児童生徒への教育

にとどまらず、障害の有無やその他の個々の違いを認識しつつ様々な

人々が生き生きと活躍できる共生社会の形成の基盤となります。 

こうした共生社会の実現に向けて、特別支援教育の推進はますます

重要となっています。 

 

⑵ 本県における特別支援教育の方向性 

平成２６年に「障害者の権利に関する条約」が批准され、平成２８年

には「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」が施行される

など、共生社会の実現に向けて我が国の法制度は大きく変化しました。 

これまで、本県では、インクルーシブ教育システムの構築に向け、支

援籍学習や交流及び共同学習を進めるなど、障害のある児童生徒と障

害のない児童生徒が共に学ぶことを追求してきました。 

また、障害のある児童生徒が必要な指導・支援を受けられるよう、小・

中学校における通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援

学校といった連続性のある「多様な学びの場」の充実にも取り組んでき

ました。 

今後も、本県における特別支援教育の更なる発展のため、こうした取

組を着実に進め、障害の有無にかかわらず、誰もがその能力を発揮し、

共に認め合い、支え合う共生社会の実現を目指していきます。  
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【インクルーシブ教育システムについて】 

 「インクルーシブ教育システム」（inclusive education system、署名時仮訳：

包容する教育制度）とは、人間の多様性の尊重等の強化、障害者が精神的及び身

体的な能力等を可能な最大限度まで発達させ、自由な社会に効果的に参加する

ことを可能とするとの目的の下、障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組

みであり、障害のある者が「general education system」（署名時仮訳：教育制

度一般）から排除されないこと、自己の生活する地域において初等中等教育の機

会が与えられること、個人に必要な「合理的配慮」が提供される等が必要とされ

ている。 

 共生社会の形成に向けて、障害者の権利に関する条約に基づくインクルーシ

ブ教育システムの理念が重要であり、その構築のため、特別支援教育を着実に進

めていく必要があると考える。  

 インクルーシブ教育システムにおいては、同じ場で共に学ぶことを追求する

とともに、個別の教育的ニーズのある幼児児童生徒に対して、自立と社会参加を

見据えて、その時点で教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる、多様

で柔軟な仕組みを整備することが重要である。小・中学校における通常の学級、

通級による指導、特別支援学級、特別支援学校といった、連続性のある「多様な

学びの場」を用意しておくことが必要である。 

 

（参考）中央教育審議会初等中等教育分科会報告（Ｈ24.7.23） 

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援

教育の推進（報告）」 
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第２章 本県における特別支援教育の沿革 

１ 養護学校の設置義務化等 

学校教育法制定翌年の昭和２３年、盲学校及び聾学校の就学及び都道

府県による設置が義務化され、その後、昭和４８年、国は、養護学校にお

ける就学義務及び都道府県による養護学校の設置の義務化について、昭

和５４年４月から実施する旨の政令を公布しました。 

本県では、こうした状況を踏まえ、養護学校義務制を見据えた年次整備

のため、昭和４９年５月に埼玉県特殊教育振興計画を策定し、養護学校の

整備や特殊学級の増設、就学指導体制の整備、専門教員の養成確保、行政

体制の整備といった総合的な施策を取りまとめました。 

さらに、昭和５０年９月には、より細目的な検討を加えるため、県立養

護学校建設基本構想を取りまとめ、養護学校の建設について統一した考

え方を整理し、計画的な整備に着手しました。 

その結果、昭和５４年、県立の盲・聾・養護学校１７校、分校４校の体

制を確立し、養護学校の義務制に対応するとともに、その後も順次、養護

学校の整備を進めてきました。 

 

２ ノーマライゼーションの理念に基づく教育の進展 

養護学校の義務制以降も、特殊教育の充実のため、本県では、外部有識

者や関係機関・団体等を委員とする「埼玉県特殊教育振興協議会」に数度

の諮問を行い、その答申を踏まえ、施策を展開してきました。 

また、平成１５年５月には、「埼玉県特別支援教育振興協議会」に「障

害のある人とない人が共に生きる社会こそがノーマルであるとするノー

マライゼーションの理念に基づく教育をどのように進めるか」について

検討を依頼し、同年１１月に検討結果の報告を受けています。 

この報告では、本県の特別支援教育の特色ある取組である、共に育ち共

に学ぶための新たな教育システムとしての「支援籍制度」や職業教育に重

点を置いた教育課程を持つ「高等養護学校」の創設、「高等学校内に養護

学校分校を設置することの研究」などが示されました。 

本県ではこうした報告内容について検討を重ね、制度の実現や学校の

設置に取り組んできました。 
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３ 特別支援教育の推進 

平成１８年６月の学校教育法等の一部改正により、障害のある幼児児

童生徒の教育は、これまでの特殊教育から特別支援教育へと法的に位置

付けが変更されました。 

こうした情勢を踏まえ、本県においても、特別支援教育の推進を図ると

ともに、平成２１年４月には、県立の養護学校の名称を特別支援学校へと

変更しました。 

その後も、第１期埼玉県教育振興基本計画（平成２１年度～２５年度）、

第２期埼玉県教育振興基本計画（平成２６年度～３０年度）において、「特

別支援教育の推進」を施策に掲げ、ノーマライゼーションの理念に基づく

教育の推進や、特別支援学校の教室不足などへの対応、小・中学校、高等

学校における特別支援教育の体制整備など様々な取組を進めてきました。 

また、平成３１年３月には、第３期埼玉県教育振興基本計画（令和元年

度～令和５年度）を策定するとともに、環境整備の基本的な考え方や取組

について定めた環境整備計画を策定し、本県における特別支援教育を推

進しています。 
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県立特別支援学校の配置状況（令和３年４月１日現在） 
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第３章 環境整備計画の検証 

１ 環境整備計画に基づく取組の検証 

環境整備計画では、「教育環境の整備」と「人材育成」について目標を

定め、施策を展開してきました。 

環境整備計画の策定後、県では、知的障害特別支援学校の新設、高校内

分校の設置、肢体不自由特別支援学校の通学環境の改善、小・中学校等に

おける巡回支援の拡充、小・中学校等や高等学校と特別支援学校との計画

的な人事交流など、県立学校や市町村教育委員会と連携しながら、様々な

取組を積極的に推進してきました。 

なお、環境整備計画の取組に関する検証は次のとおりです。 

 

２ 特別支援学校における教育環境の整備 

知的障害特別支援学校における過密状況と児童生徒数の推計などを踏

まえ、計画的に施設整備に取り組むこととし、県有施設等の活用による新

設校の設置、高校内分校の設置、校舎の増築など、整備手法について総合

的に検討を行い、順次整備を進めてきました。 

その結果、令和３年４月には、県立戸田かけはし高等特別支援学校及び

県立越谷西特別支援学校松伏分校を開校し、現在、令和５年度の開校に向

けて県東部地域特別支援学校（仮称）の工事に着手しています。 

また、肢体不自由特別支援学校では、通学区域が広く児童生徒や保護者

の通学の負担が大きいといった現状を踏まえ、スクールバスの運行状況

を調査し、乗車時間が９０分程度のスクールバスについて運行ルートを

見直すなど、乗車時間の短縮を図りました。 

 

目標の設定 目標 
達成状況 

（令和２年度末時点） 

◇ 県立知的障害特別支援学

校の教育環境の整備 

・戸田翔陽高校の敷地内への

県南部地域特別支援学校（仮

称）の開校 （令和３年度） 

・県東部地域特別支援学校

（仮称）の設置工事着手 

・県東部地域高校内分校（仮

称）の開校 （令和３年度） 

・戸田かけはし高等特別支援学

校の開校（令和３年度） 

・県東部地域特別支援学校の

設置工事着手（令和５年度開校

予定） 

・越谷西特別支援学校松伏分

校の開校（令和３年度） 
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県立知的障害特別支援学校 学校別児童生徒数の推移 
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３ 小・中学校等における教育環境の整備 

通級による指導を受ける児童生徒や特別支援学級に在籍する児童生徒

が年々増加していることから、市町村教育委員会では、児童生徒の教育的

ニーズを踏まえ、通級指導教室や特別支援学級の設置を行っています。 

これまで、県では特別な配慮や支援を必要とする児童生徒の多様な学

びの場を提供できるよう、市町村教育委員会に対し、通級指導教室や特別

支援学級の適正な設置について働き掛けてきました。 

環境整備計画では、各市町村教育委員会において、教育環境の整備や人

材育成など、特別支援教育の推進に計画的に取り組む必要があるとの観

点から、全ての市町村教育委員会における、特別支援教育の推進に関する

計画の策定を目標としました。 

その結果、令和２年度末時点では、２７市町村において計画を策定して

おり、令和３年度中には、全ての市町村で計画が策定される見込みです。 

また、小・中学校等における通級指導教室や特別支援学級における担当

教員の指導力の向上と、校内の支援体制整備の観点から、特別支援教育推

進専門員による巡回支援の拡充を図り、令和２年度末時点では目標の１

校あたり２回を上回る巡回支援を実施しています。 

 

目標の設定 目標 
達成状況 

（令和２年度末時点） 

◇ 特別支援教育の推進に関

する計画を策定している市町

村教育委員会 

全ての市町村（令和３年度） ２７市町村 

◇ 小・中学校への特別支援教

育推進専門員による巡回支

援の拡充 

希望する学校１校当たり２回以

上 （令和３年度） 

１校当たり２．３回 
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通級による指導及び特別支援学級の児童生徒数の推移 

  

 

通級による指導及び特別支援学級の学級数の推移 
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４ 高等学校における教育環境の整備 

県立高等学校では、通級による指導実施校の導入を推進するため、平成

３０年度からの２年間、研究モデル校である「拠点校」４校において通級

による指導を行いました。 

拠点校における指導内容や校内の支援体制整備などの成果を生かし、

生徒の教育的ニーズに応じて、他の高等学校への導入を推進しています。 

令和２年度末には、「拠点校」４校が、新たに通級による指導を実施す

る「推進校」１校に対して指導・助言等の協力を行っています。 

 

 

 

  

目標の設定 目標 
達成状況 

（令和２年度末時点） 

◇ 通級による指導実施校 教育的ニーズを踏まえて導入

を推進（令和２年度以降） 

・拠点校４校 

・推進校１校 
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５ 特別支援教育を推進するための人材育成等 

⑴ 特別支援学校教諭免許状の取得促進 

平成２９年度における県立特別支援学校教員の特別支援学校教諭免

許状保有率は、７２．８％であり、全国平均をやや下回っていた状況を

踏まえ、その向上を目指し、免許法認定講習の受講枠を増やすなどの取

組を進めてきました。 

その後、令和２年５月１日時点の県立特別支援学校教員の特別支援

学校教諭免許状保有率は、７７．３％まで向上しました。 

また、小・中学校等における特別支援学級担任のうち、令和２年５月

１日時点の特別支援学校教諭免許状保有率は、３６．０％であり、平成

２９年度の３３．８％から２．２％増加しています。 

 

   

特別支援学校教諭免許状保有率については、その向上が図られたも

のの、目標に対して未達の状況となっています。 

本取組については、特別支援教育に係る専門性の向上を図る重要な

目標であることから、引き続き、特別支援学校教諭免許状の保有率向上

に向け、取組を進めます。 

 

⑵ 異校種間の計画的な人事交流の推進 

小・中学校等において、特別な配慮や支援を必要とする児童生徒に、

適切に対応する専門性の高い人材の確保が必要であることから、令和

２年度に「県立特別支援学校と市町村立小・中学校との人事交流計画」

を策定しました。 

この人事交流計画及び教職員人事異動方針を踏まえ、令和３年度当

初人事異動から、小・中学校等と特別支援学校及び高等学校と特別支援

学校との人事交流に取り組んでいます。 

目標の設定 目標 
達成状況 

（令和２年度末時点） 

◇ 県立特別支援学校教員の

特別支援学校教諭免許状保

有率 

９５．０％（令和３年度） ７７．３％（全国：８３．９％） 
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この結果、令和３年度当初においては、小・中学校等から特別支援学

校へ１７件、特別支援学校から小・中学校等へ２８件の人事交流が実施

されました。 

 

※期付：原則２年間とする期限付き人事交流を指す 

 

⑶ 研修等の充実 

特別支援教育に関する専門性の向上のため、全ての教員を対象とし

た研修や、職責に応じた研修を充実するほか、管理職研修を新たに実施

しました。 

また、特別支援学級や通級による指導の充実のため、外部専門家によ

る校内の支援体制の充実に取り組んできました。 

具体的には、管理職が特別支援教育の推進に当たってリーダーシッ

プを発揮できるよう、令和元年度から小・中学校等と高等学校の新任教

頭研修、令和２年度から小・中学校等と高等学校の新任校長研修におい

て障害者差別解消法の適切な運用に関する講座を実施しています。 

また、特別支援教育の豊富な経験を有する特別支援教育推進専門員

による小・中学校等への巡回支援を実施しています。 

  

目標の設定 目標 
達成状況 

（令和２年度末時点） 

◇ 小学校・中学校・高等学校

と特別支援学校との教員の

人事交流計画の策定と実施               

小学校・中学校・高等学校と特

別支援学校との教員の人事交

流計画の策定と実施（令和３

年度） 

小・中学校等⇒特別支援学校 

異動：１３件 期付：４件※ 

特別支援学校⇒小・中学校等 

異動：２３件 期付：５件※ 
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「中学校から高等学校へ支援をつなぐ特別支援教育研修の継続実施

による適切な支援ができる人材の育成」については、新型コロナウイル

スの影響により研修規模を縮小したことに伴い、令和２年度末で１．９

人となっています。 

特別な支援を必要とする生徒への対応には中学校と高等学校との連

携が重要であることから、引き続き、計画的に研修を実施し、人材の育

成に取り組む必要があります。 

  

目標の設定 目標 
達成状況 

（令和２年度末時点） 

◇ 中学校から高等学校へ支

援をつなぐ特別支援教育研

修の継続実施による適切な

支援ができる人材の育成 

全ての中学校及び県立高等学

校で１校当たり３人以上（令和

３年度） 

全ての中学校及び県立高等学

校で１校当たり１．９人 

◇ 新規の管理職研修（悉皆の

実施 

・小・中学校 

 教頭候補者 1 年次研修に加

えて管理職研修（校長、教頭） 

       （令和２年度以降） 

・高等学校 

 新任教頭研修に加えて管理

職研修（校長、教頭） 

       （令和２年度以降） 

・「公立小・中学校等新任教頭

研修会」「県公立高等学校等新

任教頭研修会」において、講義

「障害者差別解消法の適切な

運用について」を追加・実施 

（令和元年度） 

・「公立小・中学校等新任校長

研修会」「県公立高等学校等新

任校長研修会」において同講義

を追加・実施   （令和２年度） 
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⑷ 特別支援教育に対する理解の促進 

全ての学校において、障害のある幼児児童生徒が地域社会の中で積

極的に活動し、その一員として豊かに生きていけるよう、児童生徒、保

護者や地域を対象に入学式や運動会などにおける支援籍学習や、特別

支援教育や障害者理解をテーマにした行事を行うなど、特別支援教育

や障害者への理解促進を図る取組の実施に努めました。 

 

 

「児童生徒・保護者や地域を対象とした、特別支援教育や障害者への

理解促進を図るための取組を全ての学校において年１回以上実施」に

ついては、学校や地域の状況が様々であるなか、一律の取組を全ての学

校で実施することは困難であったことから、令和２年度末で７２．３％

となっています。 

障害のある人と障害のない人が地域社会の一員として共に生活して

いくためには、特別支援教育や障害者への理解を深める必要があるこ

とから、今後は、支援籍学習や交流及び共同学習を更に推進し、理解促

進の浸透を図る必要があります。 

  

目標の設定 目標 
達成状況 

（令和２年度末時点） 

◇ 児童生徒・保護者や地域を

対象とした、特別支援教育や

障害者への理解促進を図る

ための取組を全ての学校に

おいて年１回以上実施 

１００％（令和３年度） ７２．３％ 
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第４章 埼玉県特別支援教育推進計画の目標と施策体系 

１ 特別支援教育を取り巻く社会の動向 

特別支援教育を推進することは、障害の有無に関わらず、誰もが相互に

人格と個性を尊重し支え合い、人々の多様な在り方を相互に認め合える

全員参加型の社会、すなわち共生社会の実現につながるものです。 

こうした社会を目指すことは、学校教育において積極的に取り組むべ

き重要な課題でもあります。 

令和３年、中央教育審議会の答申「「令和の日本型学校教育」の構築を

目指して（略）」では、新しい時代の特別支援教育の在り方について述べ

られています。 

また、同年、「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」

や「特別支援学校設置基準」が公布されました。 

これらの社会の動向を踏まえ、特別支援教育における指導・支援体制の

充実、教育環境の整備が一層求められています。 

 

２ 本県における特別支援教育の現状と課題 

本県における特別支援教育の現状として、小・中学校等における通級に

よる指導や特別支援学級、特別支援学校において特別な支援を必要とす

る幼児児童生徒の数が増加を続けています。 

また、小・中学校等や高等学校の通常の学級においても、発達障害など、

特別な配慮や支援を必要とする様々な児童生徒が在籍しています。 

こうしたことから、就学前を含む、特別な支援を必要とする幼児児童生

徒が在籍する全ての学校において、これまで以上に、一人一人の障害の状

態や発達段階に応じた指導・支援を充実することが課題となっています。 

さらに、県立特別支援学校では、知的障害特別支援学校における在籍児

童生徒数の増加による過密状況への対応や、肢体不自由特別支援学校に

おける通学負担の軽減などが課題となっています。 

そこで、これらの課題に対応するため、環境整備計画の継承と発展を図

りつつ、特別支援教育を総合的に推進する新たな計画を策定し、取組を進

める必要があります。 
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３ 埼玉県特別支援教育推進計画の目標 

特別支援教育を取り巻く社会の動向や、本県における特別支援教育の

現状と課題などを踏まえ、埼玉県特別支援教育推進計画における今後３

年間（令和４年度～令和６年度）の四つの目標を次のとおり示します。 

 

⑴ 連続性のある「多様な学びの場」の充実 

就学前における早期からの支援を充実するため、幼稚園の支援体制

の整備や保護者へ情報提供するための早期からの相談・支援を充実し

ます。 

また、小・中学校等における通常の学級、通級による指導、特別支援

学級といった多様な学びの場での指導・支援を充実します。 

あわせて、特別支援学校における一人一人の教育的ニーズに応じた

教育を充実するため、きめ細かな指導の充実、指導・支援体制の充実、

キャリア教育・職業教育、支援籍学習、交流及び共同学習、特別支援学

校におけるセンター的機能の充実を図ります。 

さらに、高等学校における特別な配慮や支援を必要とする生徒に対

して、切れ目なく支援が行われるよう、特別支援教育の充実、発達障害

のある生徒への適切な支援を充実します。 

 

⑵ 特別支援教育を担う教職員の専門性向上 

全ての教職員には、特別支援教育に関する基礎的な知識及び理解等

の向上が求められるため、研修の充実や、計画的な人事交流の実施など

により、専門性の高い人材の確保に努めます。 

また、通級による指導、特別支援学級を担当する教員に求められる専

門性の向上のため、研修の充実や校内の体制整備を図ります。 

あわせて、特別支援学校の教員に求められる専門性の向上のため、一

人一人の障害の状態や発達段階に応じた指導を行えるよう、研修の充

実や特別支援学校教諭免許状の取得を促進します。 
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⑶ 教育環境の整備 

小・中学校等における通級による指導や特別支援学級の充実や人的

配置により、小・中学校等の教育環境の整備を図ります。 

また、特別支援学校においては、過密状況の解消や通学時間の短縮な

ど、障害種別の学校ごとの課題に応じるとともに、特別支援学校設置基

準を踏まえた教育環境の整備や、市町村教育委員会との連携を図りま

す。 

あわせて、高等学校における通級による指導の充実や指導・支援体制

の充実により、高等学校の教育環境の整備を図ります。 

さらに、県立学校や公立小・中学校等施設のバリアフリー化を推進し

ます。 

 

⑷ 関係機関の連携強化による切れ目のない支援の充実 

特別な支援や配慮を必要とする子供やその保護者を生涯にわたって

支援するためには、就学前から卒業後まで切れ目なく支援をつなぐこ

とが重要です。 

そのため、就学前・在学中・卒業後に至るまで、福祉、医療、労働な

どの各関係機関と一層の連携を進め、支援体制の充実を図ります。 

また、在学中に学校間や地域と連携することで、自立と社会参加に向

けた教育の充実を図るとともに、卒業後の生涯学習や余暇活動を充実

できるよう、関係機関との連携を図ります。 

「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」が公布さ

れたことを踏まえ、医療的ケアが必要な子供が安心して学校で学ぶこ

とができるよう、学校における医療的ケアの実施体制を充実します。 
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４ 埼玉県特別支援教育推進計画の施策体系 
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第２編 施策の展開 

目標Ⅰ 連続性のある「多様な学びの場」の充実 

施策１ 就学前における早期からの相談・支援の充実 

  障害のある子供の就学前の学びや支援は、特別支援学校幼稚部、幼稚園・認

定こども園・保育所のほか、児童発達支援センター・児童発達支援事業所・民

間の療育センターなど様々な場で行われています。 

  また、こうした場において、個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成を

必要とする幼児数が増加傾向にあります。 

  こうしたことから、幼稚園では、就学前の障害の早期発見・早期支援に努め、

子供たち一人一人の教育的ニーズを踏まえた適切な教育を提供できるよう、

幼児教育段階からの支援体制を整備します。 

⑴ 公立幼稚園の支援体制の充実 

幼稚園が適切な支援を継続的に行えるよう、校内委員会の設置や特

別支援教育コーディネーターの指名など、園内体制の整備や関係機関

との連携等を働き掛けます。 

また、幼児教育の観点から特別支援教育を充実するため、教員や特別

支援教育コーディネーター、特別支援教育支援員の資質向上のための

研修機会を充実します。 

あわせて、特別な支援が必要な幼児やその保護者が、適切な支援を地

域で切れ目なく受けることができるよう、個別の教育支援計画や個別

の指導計画の作成・活用を働き掛けるとともに、本県の発達障害総合支

援センターが主催する、教育と福祉とが連携した「幼保から小学校へ支

援をつなぐ特別支援教育研修」への講師派遣等の協力を行います。 

≪主な取組≫ 

● 特別支援教育コーディネーター等の園内体制の整備 

● 資質向上に向けた研修機会の充実 

● 個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成・活用 

● 幼保から小学校へ支援をつなぐ特別支援教育研修への講師派遣等の協力 
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通常の学級における個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作成率 

（令和４年２月調査） 

 

⑵ 早期からの相談・支援体制の充実 

乳幼児健診等を活用するなど、早期から障害のある子供の状況を把

握し、きめ細かい就学相談や教育相談を行うため、市町村教育委員会に

対して、各市町村の福祉担当窓口などで配布しているサポート手帳の

活用について働き掛けます。 

また、市町村教育委員会が実施する就学手続においては、本人や保護

者が正確な情報を基に、就学先を選択できることが重要です。 

そのため、小学校や特別支援学校双方で受けられる教育内容や支援

体制、合理的配慮の提供、卒業までの子供の成長の見通し等について情

報提供を行うよう、市町村教育委員会や特別支援学校に働き掛けます。 

≪主な取組≫ 

● 乳幼児健診や就学時健診、５歳児健診を活用した支援の充実 

● きめ細かい支援を行うためのサポート手帳の活用促進 

● 関係機関と連携した適切な教育相談の実施 

● 支援体制や合理的配慮など本人や保護者に対する情報提供の強化 
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施策２ 公立小・中学校等における障害のある児童生徒の学びの場の充実 

  通常の学級において、発達障害を含む特別な支援を必要とする児童生徒に

対する合理的配慮の提供や担任と特別支援教育コーディネーターの連携によ

る支援など、個々の児童生徒の教育的ニーズに応じた必要な支援を行います。 

  また、通級による指導を受ける児童生徒や特別支援学級に在籍する児童生

徒の人数が増加していることから、これらに対応できるよう、小・中学校等に

おける特別な支援を必要とする児童生徒への指導を充実します。 

⑴ 通常の学級における指導・支援の充実 

発達障害を含む特別な支援を必要とする児童生徒が通常の学級に在

籍することなどを踏まえ、障害の特性に応じた支援を充実します。 

具体的には、各学級において、担任と特別支援教育コーディネーター

を中心に、特別支援教育支援員や専門家との連携を充実します。 

また、個別の教育支援計画や個別の指導計画を作成・活用するなど、

在籍している児童生徒一人一人の障害の特性について把握し、通常の

学級での合理的配慮の提供や指導方法等を含め、必要な支援を行いま

す。 

さらに、ユニバーサルデザインの視点を取り入れた学級経営や授業

づくり、障害の状態に応じたＩＣＴの活用等により、児童生徒一人一人

の教育的ニーズに応じた適切な指導の充実を図ります。 

≪主な取組≫ 

● 担任と特別支援教育コーディネーター等との連携充実 

● 個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成・活用【再掲】 

● 教育相談体制の整備・充実 

● ユニバーサルデザインの視点を取り入れた学級経営や授業づくりの充実 

● 一人一人の障害の状態に応じたＩＣＴを活用した指導の充実 
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⑵ 通級による指導の充実 

通級による指導の実施に当たっては、学習指導要領を踏まえ、児童

生徒一人一人の教育的ニーズに応じた適切な内容となるよう、指導を

充実します。 

また、在籍する小・中学校等でも専門性の高い通級による指導を受

けられるよう、通級による指導の担当教員が当該児童生徒の在籍する

小・中学校等を巡回して行う指導の研究、障害の状態に応じたＩＣＴ

を活用した指導の充実、市町村による遠隔技術を活用した専門的な指

導を行う取組などの好事例の収集・周知を行います。 

≪主な取組≫ 

● 学習指導要領を踏まえた個に応じた指導の充実 

● 一人一人の障害の状態に応じたＩＣＴを活用した指導の充実【再掲】 

● 好事例の収集・周知 

 

⑶ 特別支援学級における指導の充実 

学習指導要領を踏まえた、特別支援学級における教育課程の編成、障

害の状態に応じたＩＣＴの活用等により、児童生徒一人一人の教育的

ニーズに応じた指導を充実します。 

また、特別支援学級の児童生徒が、在籍する学校の通常の学級の一員

としても活動する取組が実施できるよう、市町村教育委員会へ働き掛

けます。 

具体的には、支援籍学習や交流及び共同学習を実施することで、障害

のある児童生徒と障害のない児童生徒が、相互に理解を深め、支え合う

ための心のバリアフリーを推進します。 

特に、教科学習について、児童生徒の障害の状態等を踏まえ、共同で

実施することが可能なものは、年間指導計画等に位置づけて計画的に

実施できるよう働き掛けます。 

≪主な取組≫ 

● 学習指導要領を踏まえた個に応じた指導の充実【再掲】 

● 一人一人の障害の状態に応じたＩＣＴを活用した指導の充実【再掲】 

● 支援籍学習や交流及び共同学習の実施による心のバリアフリーの推進  



  

- 24 - 

 

施策３ 県立特別支援学校における学びの場の充実 

  特別支援学校では様々な障害のある幼児児童生徒が在籍していることか

ら、重複障害のある幼児児童生徒も含め、きめ細かな指導の充実や指導・支援

体制を充実します。 

  また、一人一人の適性に応じたキャリア教育・職業教育の充実を図るととも

に、居住する地域との交流及び共同学習を推進します。 

  さらに、特別支援学校におけるセンター的機能を充実させ、小・中学校等へ

の支援を行います。 

⑴ きめ細かな指導の充実 

特別支援学校学習指導要領の改訂においては、初等中等教育全体の

改善・充実の方向性や障害のある児童生徒の学びの連続性を重視し、各

教科等の目標や内容について、育成を目指す資質・能力の三つの柱に基

づき整理されました。 

こうした改訂の趣旨を踏まえ、適切な指導を行います。 

また、一人一人の障害の状態や心身の発達の段階等を十分に把握し、

発達障害や重複障害の幼児児童生徒も含め、多様な教育的ニーズに応

じたきめ細かな指導の充実を図ります。 

さらに、障害の特性に応じたＩＣＴの活用についても、プロジェクト

チームを組織し、各学校におけるＩＣＴ活用事例の収集や研究等を行

い、障害の状態や特性等に応じた指導の充実を図ります。 

≪主な取組≫ 

● 学習指導要領の着実な実施 

● 発達障害の特性や重複障害への対応を含む多様な教育的ニーズに応じた 

 きめ細かな指導の充実 

● 一人一人の障害の状態に応じたＩＣＴを活用した指導の充実【再掲】 

  



  

- 25 - 

 

育成を目指す資質・能力の三つの柱 

 

⑵ 指導・支援体制の充実 

障害の種類や障害の状態等によっては、臨床心理士、作業療法士、理

学療法士、言語聴覚士等の専門家の知見を活用して指導に当たる必要

があるため、引き続き、学校内外の専門家と連携した校内の支援体制を

充実します。 

また、専門的な知見を活用するため、専門家や専門機関の関係者を社

会人特別非常勤講師として採用し、特別支援学校の教育活動の充実に

つなげます。 

≪主な取組≫ 

● 学校内外の専門家や専門機関と連携した校内の支援体制の充実 

● 社会人特別非常勤講師を活用した指導の充実 

 

⑶ キャリア教育・職業教育の充実 

特別支援学校におけるキャリア教育では、卒業後を見据えながら、学

校で学ぶことと社会生活との接続を意識し、一人一人の社会的・職業的

自立に向けて必要となる資質・能力を育むことが重要です。 

そのため、社会生活の基盤となる力を育成するとともに、各学校の実

践事例の収集・周知や企業との連携を強化するなど、自立と社会参加を
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目指したキャリア教育・職業教育の取組を充実します。 

また、従来の事業所に通勤・通所する形態のみならず、在宅での労働

などの形態も視野に入れた職業教育、進路指導等が行えるよう、ＩＣＴ

を活用した新たな職域・働き方を見据えた資質・能力の育成を目指す指

導計画や実習計画の開発を行います。 

≪主な取組≫ 

● 自立と社会参加を目指したキャリア教育・職業教育の推進 

● 新たな職域・働き方を見据えた資質・能力の育成を目指す指導計画や実習 

 計画の開発 

 

一般就労を希望する高等部生徒の就労率 
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⑷ 支援籍学習の展開 

特別支援学校に在籍する児童生徒は、居住する地域から離れた学校

に通学していることにより、居住する地域とのつながりを持ちにくい

場合があります。 

そのため、引き続き、居住する地域の学校に副次的な籍を置く支援籍

学習や居住地域における交流及び共同学習の取組を進めることで地域

とのつながりを深め、心のバリアフリーを推進します。 

また、ＩＣＴ機器を活用するなど、児童生徒の障害の状態に応じた多

様な支援籍学習の実施方法などの好事例を収集し、周知します。 

≪主な取組≫ 

● 支援籍学習や交流及び共同学習の実施による心のバリアフリーの推進 

 【再掲】 

● 好事例の共有による支援籍学習の充実 

 

支援籍学習の概要 
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⑸ 特別支援学校のセンター的機能の充実 

学校教育法第７４条に基づき、小・中学校等の要請に応じて必要な助

言や援助を行う特別支援学校のセンター的機能の役割を発揮できるよ

う、引き続き充実に努めます。 

また、特別支援学校におけるセンター的機能の充実に資する特別支

援教育コーディネーター等の専門的な支援を行える人材の育成に努め

ます。 

≪主な取組≫ 

● 特別支援学校におけるセンター的機能の充実 

● 特別支援教育コーディネーター等の人材育成 

 

センター的機能の具体的内容 
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施策４ 県立高等学校における学びの場の充実 

  高等学校において、障害のある生徒に対して切れ目なく必要な支援が行わ

れるよう、個別の教育支援計画や個別の指導計画を作成・活用し、適切な指導

及び必要な支援を行います。 

  また、平成３０年度から制度化された通級による指導の充実を図ります。 

⑴ 高等学校における特別支援教育の充実 

特別支援教育コーディネーターや通級による指導の担当教員を中心

に、校長のリーダーシップの下、障害のある生徒に対して、適切な教育

相談の実施や合理的配慮の提供を行います。 

特に、個々の生徒に必要な支援が義務教育段階から切れ目なく行わ

れるよう、生徒や保護者の意向にも配慮し、個別の教育支援計画や個別

の指導計画を作成・活用します。 

また、小・中学校等における指導や合理的配慮の状況など高等学校へ

十分な引継ぎを行うことができるよう、支援体制を充実します。 

障害の状態に応じたＩＣＴの活用等により、生徒一人一人の教育的

ニーズに応じた指導の充実を図ります。 

あわせて、交流及び共同学習を実施することで、障害のある生徒と障

害のない生徒が、相互に理解を深め、支え合うための心のバリアフリー

を推進します。 

≪主な取組≫ 

● 適切な教育相談や合理的配慮の提供 

● 個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成・活用【再掲】 

● 中学校との情報共有による支援体制の充実 

● 一人一人の障害の状態に応じたＩＣＴを活用した指導の充実【再掲】 

● 交流及び共同学習の実施による心のバリアフリーの推進【再掲】 
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⑵ 発達障害等のある生徒への支援 

高等学校において、発達障害を含む障害のある生徒が一定数在籍し

ていることから、個別の教育支援計画や個別の指導計画を作成・活用す

るとともに、障害の状態に応じたＩＣＴの活用等により、適切な指導及

び必要な支援を行います。 

また、通級による指導などの実施においては、生活上の課題の解決や

自己理解を促すような指導を行うなど、卒業後を見据えた適切な指導

や必要な支援を実施していくための指導体制の充実を図ります。 

≪主な取組≫ 

● 個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成・活用【再掲】 

● 一人一人の障害の状態に応じたＩＣＴを活用した指導の充実【再掲】 

● 通級による指導に関する指導体制の充実 
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目標Ⅱ 特別支援教育を担う教職員の専門性向上 

施策５ 全ての教職員に求められる特別支援教育に関する基礎的な知識及

び理解等の向上 

  全ての教職員には、その職責に応じた特別支援教育に関する基礎的な知識

及び理解等の向上が求められます。 

  特に、教員においては、障害の特性等に関する理解と指導方法を工夫できる

力や、個別の教育支援計画・個別の指導計画などの特別支援教育に関する基礎

的な知識や、合理的配慮に対する理解等が必要です。 

  そのため、研修や、計画的な人事交流などを通じて、教員の特別支援教育に

関する基礎的な知識、合理的配慮に対する理解等の向上を図るとともに、専門

性の高い人材の確保に努めます。 

⑴ 研修の充実 

県立総合教育センターを中心とした、年次研修や特定研修、学校等か

らの要請に応じた研修などニーズに応じた体系的な研修を、教職員の

負担軽減に考慮しつつ実施します。 

その際、教員育成指標全般に発達障害を含む特別支援教育に関する

基礎的な知識等を位置づけ、体系的な研修を計画的に実施します。 

あわせて、学校全体で特別支援教育に取り組む観点から、学校経営の

改善・充実につながるよう、管理職を対象とした研修機会や内容を充実

するなど、組織的・実践的に特別支援教育を推進します。 

さらに、特別な配慮や支援を必要とする幼児児童生徒に対し、適切な

支援を継続的して行うために重要な役割を担う特別支援教育コーディ

ネーター等を対象とした研修の一層の充実を図ります。 

加えて、国立特別支援教育総合研究所と連携して開発した「小・中学

校等を対象とした特別支援教育に関する研修パッケージ」、「みんなが

わかる授業づくりアイデアシート」の活用を推進します。 

≪主な取組≫ 

● 体系的な研修の充実 

● 管理職を対象とした研修の充実 

● 特別支援教育コーディネーター等を対象とした研修の一層の充実 

● 国立特別支援教育総合研究所と連携して開発した研修パッケージの活用推進 
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⑵ 計画的な人事交流の実施 

特別支援教育の専門性を有する教員を増やしていく観点から、小・中

学校等、高等学校、特別支援学校間の人事交流を積極的に実施していく

ことで、学校間の相互理解を図るとともに、特別な配慮や支援を必要と

する児童生徒に適切に対応する指導力の向上を図ります。 

≪主な取組≫ 

● 小・中学校等、高等学校と特別支援学校との計画的な人事交流の実施 

● 小・中学校等、高等学校と特別支援学校間での相互理解及び指導力の向上 

 

⑶ 専門性の高い人材の確保 

特別支援教育への関心を深めるとともに、その魅力を伝えるため、教

員養成系大学と連携し、大学主催のセミナーや演習に講師を派遣する

など、教員志望者への動機付けを高める取組を推進します。 

また、特別支援学校において、教員採用選考試験の志願者の増加を図

るため、教育実習の受入れを促進します。 

あわせて、教員採用選考試験において、埼玉県教育委員会が指定する

大学からの大学推薦特別選考を実施することにより、専門性の高い人

材の確保に取り組みます。 

さらに、教員採用選考試験において、特別支援教育に関する知識や技

能、経験、国家資格の保有を評価するとともに、配置先の学校全体の専

門性を向上させる観点から、専修免許状の保持、学会や研究会等での教

育研究業績などを人事異動の際に考慮します。 

≪主な取組≫ 

● 教員志望への動機付けのための教員養成系大学との連携強化 

● 専門性の高い人材の確保のための特別選考の実施 



  

- 33 - 

 

施策６ 通級による指導、特別支援学級を担当する教員に求められる専門

性の向上 

  通級による指導や特別支援学級の担当教員には、通常の教育課程に基づく

指導の専門性を基盤として、特別な教育課程の編成方法や、個別の教育支援計

画と個別の指導計画の作成方法、障害の特性等に応じた指導方法、自立活動を

実践する力、障害のある児童生徒の保護者への支援、関係者間との連携の手法

等に関する専門性が求められています。 

  そのため、研修機会や内容の充実、校内の支援体制整備を図り、教員の特別

支援教育に係る専門性を向上させるとともに、特別支援学校教諭免許状の取

得を促進します。 

⑴ 研修の充実 

県立総合教育センターを中心とした、年次研修や特定研修、学校等か

らの要請に応じた研修、その他専門研修などニーズに応じた体系的な

研修を、教職員の負担軽減に考慮しつつ実施します。 

また、特別支援学級や通級による指導の担当教員の専門性向上を図

るため、研修機会を充実します。 

さらに、オンライン等の活用などにより、各学校の特別支援学級や通

級による指導を担当する教員が、研修に参加しやすくなるよう、研修方

法の見直しを行います。 

 ≪主な取組≫ 

● 体系的な研修の充実【再掲】 

● 特別支援学級新担当教員研修等の研修の充実 

● オンライン等による研修の実施・拡大 

 

⑵ 校内の支援体制整備 

特別支援教育の専門性を組織的に担保・維持していくため、学校管理

職のリーダーシップの下、特別支援教育コーディネーターを中心に、全

ての教職員と協働した校内の支援体制を整備します。 

また、公立小・中学校等からの要請に応じ、特別支援学校や特別支援

学級、通級指導教室における指導・支援の経験を豊富に有する特別支援

教育推進専門員による巡回支援を行います。 
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≪主な取組≫ 

● 全ての教職員が協働した校内の支援体制整備 

● 特別支援教育推進専門員による巡回支援の実施 

 

⑶ 専門性の向上 

通級による指導や特別支援学級を担当する教員の専門性を確保する

観点から、免許法認定講習の受講枠を拡大し、特別支援学校教諭免許状

の保有率の向上を図ります。 

また、「初めて通級による指導を担当する教師のためのガイド」等の

研修情報サイトの活用など、参考資料の普及を図ります。 

≪主な取組≫ 

● 免許法認定講習の活用による免許状保有率の向上 

● 研修情報サイト等を活用した参考資料の普及 
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施策７ 県立特別支援学校の教員に求められる専門性の向上 

  特別支援学校では、幼稚部から高等部までの幅広い年齢や発達段階の幼児

児童生徒が在籍しているとともに、障害の状態等が個々に異なり、重複障害の

ある幼児児童生徒も多いことから、一人一人の障害の状態や発達段階に応じ

た指導を行います。 

  こうした特別支援学校の教員の専門性を向上させるため、研修の充実を図

るとともに、引き続き、特別支援学校教諭免許状の取得を促進します。 

⑴ 研修の充実 

県立総合教育センターを中心とした、年次研修や特定研修、学校等か

らの要請に応じた研修、その他、長期研修や専門研修などニーズに応じ

た体系的な研修を、教職員の負担軽減に考慮しつつ実施します。 

また、特別な支援を必要とする幼児児童生徒に対し、適切な支援を継

続的に行うために重要な役割を担う特別支援教育コーディネーター等

を対象とした研修の一層の充実を図り、専門性の高い人材の育成に取

り組みます。 

さらに、管理職のリーダーシップの下、校内研修の担当者と連携を図

りながら、教育的課題を取り上げ、学校における組織的・実践的な校内

研修を推進します。 

 

≪主な取組≫ 

● 体系的な研修の充実【再掲】 

● 特別支援学校法定研修や年次研修等の充実 

● 長期研修や専門研修の推進 

● 特別支援教育コーディネーター等を対象とした研修の一層の充実【再掲】 

● 校内研修の推進 

 

⑵ 特別支援学校教諭免許状の取得 

県立特別支援学校の教員の専門性を確保する観点から、免許法認定

講習の受講枠を拡大し、特別支援学校教諭免許状保有率の向上を図り

ます。 
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≪主な取組≫ 

● 免許法認定講習の活用による免許状保有率の向上【再掲】 

 

⑶ 専門性の向上 

一人一人に応じた指導の充実、自立と社会参加に向けた教育の充実、

学びの連続性の重視など、学習指導要領の趣旨を踏まえた、きめ細かな

指導や支援に取り組むよう授業改善を推進し、個に応じた指導・支援を

充実します。 

また、特別支援学校では、自立活動が幼児児童生徒の教育において重

要な位置を占めていることから、幼児児童生徒の障害の状態や特性を

適切に把握し、自立活動の時間における指導と各教科等の指導との関

連性を図るなど、学校の教育活動全体を通じた指導の充実を図ります。 

さらに、指導や支援の内容については、福祉、医療などの関係機関と、

個別の教育支援計画や個別の指導計画を活用して情報共有し、連携を

図ります。 

あわせて、障害種に応じた専門性や資質の向上のため、次の事項に取

り組みます。 

 

ア 視覚障害教育 

視力や視野の状態など、見え方に応じた指導・支援ができる専門

性のほか、児童生徒の教育的ニーズに対応するために、発達障害等

の理解など幅広い専門性の向上を図ります。 

イ 聴覚障害教育 

手話を利用するなど、聴覚障害の特性を踏まえて各教科等を指

導する力の向上を図ります。 

また、手話能力については、経験や技術に応じた研修会などを通

して、教員の専門性の向上を図ります。 

ウ 病弱教育 

病気に関する知識に加え、在籍する児童生徒の治療の流れを理

解しながら気持ちに寄り添うことや、日々の体調の変化に柔軟に

対応しながら指導できる力を向上するため、病気の理解や対応に
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関する研修を実施します。 

エ 肢体不自由教育 

児童生徒の障害の重度・重複化、多様化へ対応するための知識や

専門性のほか、身体の動きや意思の表出等を読みとるといった、一

人一人の教育的ニーズに合わせて指導・支援を工夫する力の向上

を図ります。 

オ 知的障害教育 

知的障害の特性を踏まえ、一人一人の教育的ニーズに応じて指

導できる力の育成を図ります。 

また、自閉症等の特性を有する児童生徒に対して、教室環境や活

動を分かりやすく示すなど、適切に指導・支援できる力の向上を図

ります。 

≪主な取組≫ 

● 学習指導要領を踏まえた指導・支援の充実 

● 自立活動の指導の充実 

● 個別の教育支援計画や個別の指導計画を活用した関係機関との連携 

● 障害種に応じた専門性や指導力の向上 
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目標Ⅲ 教育環境の整備 

施策８ 公立小・中学校等における教育環境の整備 

  通級による指導や特別支援学級における特別な支援を必要とする児童生徒

が増加しています。 

  こうした児童生徒に対する適切な学びの場を確保するため、引き続き、通級

による指導や特別支援学級の充実について、市町村教育委員会へ働き掛けま

す。 

  また、公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律

等の改正により基礎定数化された通級による指導の担当教員の適切な配置に

努めます。 

  あわせて、市町村教育委員会に対して、特別支援教育支援員の確保や配置を

働き掛けます。 

⑴ 通級による指導や特別支援学級の充実 

市町村教育委員会が策定した計画を踏まえ、教育環境の整備や人材

育成のほか、校内の支援体制や関係機関との連携強化など、特別支援教

育の推進に取り組むよう働き掛けます。 

また、通級による指導や特別支援学級に在籍する児童生徒について、

今後も増加が見込まれることから、適切な学びの場を確保するため、引

き続き、通級による指導や特別支援学級の充実について、市町村教育委

員会へ働き掛けます。 

さらに、豊富な経験を有する特別支援教育推進専門員の巡回支援を

小・中学校等に対して実施し、通級指導教室や特別支援学級における担

当教員の指導力の向上を図ります。 

≪主な取組≫ 

● 市町村教育委員会が策定した計画の着実な実施 

● 通級による指導や特別支援学級の充実 

● 特別支援教育推進専門員による巡回支援の実施【再掲】 
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⑵ 人的配置 

公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律

等の改正により基礎定数化された通級による指導の担当教員について、

適切に配置します。 

また、児童生徒が在籍する小・中学校等で専門性の高い通級による指

導を受けられるよう、市町村教育委員会に対して、教員の兼務発令を活

用した巡回型の指導の実施を働き掛けます。 

さらに、市町村教育委員会に対して、特別支援教育支援員の確保や配

置を働き掛けます。 

≪主な取組≫ 

● 通級による指導の担当教員の適切な配置 

● 巡回型の通級による指導の実施 

● 特別支援教育支援員の確保や配置 
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施策９ 県立特別支援学校における教育環境の整備 

  知的障害特別支援学校については、在籍者数の増加により過密状況が続い

ているため、児童生徒数の推移などを踏まえながら、引き続き、過密状況の解

消に向けた取組を進めます。 

  また、肢体不自由特別支援学校については、通学区域が広範であることか

ら、児童生徒の通学における負担軽減が図られるよう、通学区域の見直しな

ど、幅広い観点から検討を進めます。 

  さらに、視覚障害、聴覚障害、病弱特別支援学校における教育環境の整備を

進めます。 

  加えて、教育環境の整備に当たっては、特別支援学校設置基準を踏まえると

ともに、市町村教育委員会との連携を強化します。 

⑴ 視覚障害特別支援学校 

視覚障害特別支援学校が県内に一校であることを踏まえ、視覚障害

のある幼児児童生徒のニーズに応じた適切な指導が図られるよう、教

育環境を充実します。 

また、視力の発達を補う観点から、早期からの療育が重要であるため、

特別支援学校のセンター的機能の充実を図り、視覚障害教育の環境整

備を進めます。 

≪主な取組≫ 

● 幼児児童生徒のニーズに応じた教育環境の充実 

● 視覚障害教育の推進のためのセンター的機能の充実 

 

⑵ 聴覚障害特別支援学校 

音声情報をテキストに置き換えるアプリケーション等を適切に活用

するなど、音声情報を可視化することで、学習の場における幼児児童生

徒への情報保障の環境を充実します。 

また、聴覚及び言葉の発達の観点を踏まえ、乳幼児期から就学前にお

ける、早期からの療育が重要であることから、特別支援学校のセンター

的機能の充実を図り、聴覚障害教育の環境整備を進めます。 
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≪主な取組≫ 

● 幼児児童生徒への情報保障のための環境の充実 

● 聴覚障害教育の推進のためのセンター的機能の充実 

 

⑶ 病弱特別支援学校 

入院等により、通学して教育を受けることが困難な児童生徒に対す

る教育の機会を充実させるため、インターネット等のメディアを利用

して行う授業等が受けられるよう、病弱特別支援学校に隣接する医療

機関や小・中学校等と連携し、教育機会の一層の充実を図ります。 

≪主な取組≫ 

● 関係機関、関係校との連携による教育機会の充実 

 

⑷ 肢体不自由特別支援学校 

肢体不自由特別支援学校の通学区域が広範であるため、これまで保

護者の要望等を踏まえ、通学時間を短縮できるよう、スクールバスの増

便、停留所の配置の工夫や運行ルートの見直しなどを行ってきました。 

今後も、各学校の受入規模にも配慮しながら、隣接の特別支援学校と

の通学区域の見直しを行うなど、様々な観点から通学時間の短縮に向

けた取組を進めます。 

≪主な取組≫ 

● 通学時間の短縮に向けた継続的な取組 

  肢体不自由特別支援学校の通学区域図 
（令和４年４月１日現在） 
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⑸ 知的障害特別支援学校 

知的障害特別支援学校の在籍児童生徒数の増加を踏まえ、特に過密

状況の著しい、県南部地域、県東部地域の緩和を図るため、環境整備計

画に基づき、戸田かけはし高等特別支援学校、越谷西特別支援学校松伏

分校を設置したところです。 

引き続き、現在の過密状況と在籍する児童生徒数の推移などを踏ま

え、県有施設等の活用による新設校の設置、高校内分校の設置、校舎の

増築など可能性のあるもの全てについて検討を行い、検討を終えたも

のから、計画的に整備していきます。 

≪主な取組≫ 

● 県東部地域特別支援学校（仮称）の設置 

● 狭山清陵、白岡、鳩ケ谷高校内分校（仮称）の設置 

● 大宮商業、新座柳瀬、三郷北高校内分校（仮称）の設置 

● 川越特別支援学校の増築 

● 三郷特別支援学校の増築 

● 川口特別支援学校の増築 

 

⑹ 特別支援学校設置基準への対応 

特別支援学校設置基準が公布されたことを踏まえ、今後、特別支援学

校における教育環境の整備を行う際には、地域の実態に応じた適切な

対応に努めます。 

≪主な取組≫ 

● 特別支援学校設置基準と地域の実態を踏まえた適切な対応 

 

⑺ 市町村教育委員会との連携 

県南部地域、県東部地域を中心とした過密状況への対策を進めるた

め、児童生徒や保護者に配慮した上で、関係市町村教育委員会と連携し、

情報交換や協議を進めます。 

また、市町村教育委員会から、市町村立特別支援学校を新たに設置す

るための相談等があった場合には、適切な助言・支援を行います。 

≪主な取組≫ 

● 市町村教育委員会への適切な助言・支援 
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【県立特別支援学校児童生徒の推移について】 

特別支援学校の幼児児童生徒数は、環境整備計画策定時の平成３０年度以降も毎年増加

し、令和３年度には７，９１６人となっています。（表１） 

障害種別では、視覚障害、聴覚障害、病弱、肢体不自由特別支援学校の幼児児童生徒数は

一定の幅で推移していますが、知的障害特別支援学校では、平成３０年度から令和３年度に

かけて、４６８人の増加となっています。 

 

〔表１〕県立特別支援学校の児童生徒数（令和３年５月１日現在） 

知的障害特別支援学校における児童生徒の増加については、小学部の増加が最も多く、次

いで中学部が増加しています。高等部は平成３０年度から令和２年度にかけて減少傾向が

見られましたが、令和３年度は増加しています。（表２） 

 

〔表２〕県立知的障害特別支援学校の学部別児童生徒数（令和３年５月１日現在）   
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【児童生徒数の推計について】 

 令和３年５月１日現在の児童生徒数を基に、下記の推計方法により行った推計では、令和

１０年度まで増加する見込みとなっています。（表３） 

 このため、引き続き、児童生徒数の推移を見極めながら、特別支援学校の過密解消に向け

た更なる取組が必要です。 

 

〔表３〕県立知的障害特別支援学校児童生徒数の推計 

・この推計は令和３年５月１日現在の在籍児童生徒数を基に算出したもの 

・児童生徒数の増加の推移を踏まえ、毎年見直しを図る必要がある 

  

〈推計方法〉 

① 令和３年度の市町村立小学校１年生に対する特別支援学校小学部１年

生の割合と、小学校１年生の将来推計（義務教育人口推計）を用いて、特

別支援学校小学部１年生児童数の推計値を算出する。 

② 毎年度、小・中学校から特別支援学校へ転入する児童生徒数を過去５年

間の進級・進学時の増加率を用いて高等部段階まで算出する。 

③ ①を学年進行させつつ。②を加算し、児童生徒数を算出する。 
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【計画期間中における特別支援学校の整備について】 

 計画期間中、新設校では令和５年度開校に向け、旧岩槻特別支援学校を活用した県東部地

域特別支援学校（仮称）を整備するほか、令和４年度には高校内分校３校が開校するととも

に、引き続き、令和５年度及び令和６年度の開校に向け、高校内分校を各年度３校ずつ、計

６校を整備する予定です。 

 また、校舎の増築については、令和４年度の大宮北特別支援学校の供用開始後も、令和５

年度には川越特別支援学校、三郷特別支援学校を供用開始予定とし、さらに令和６年度から、

川口特別支援学校の工事に着手する予定です。（表４） 

〔表４〕計画期間中における特別支援学校の整備計画 

 これらの整備を進めた結果、知的障害特別支援学校の受入規模は計画期間終了時の令和

６年度には、５，７８６人と７３６名増加することとなります。（表５） 

 しかしながら、児童生徒数も増加が見込まれるため、過密の解消は２７１名に留まります。 

 このような状況から、計画期間終了後についても、引き続き、特別支援学校の整備につい

て検討を行い、検討を終えたものから計画的に進める必要があります。 

〔表５〕地域別の児童生徒数の受入規模 

※県東部地域特別支援学校（仮称）の受入規模を含む  

（人） 
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施策１０ 県立高等学校における教育環境の整備 

  平成３０年度から高等学校における通級による指導が制度化されました。 

  中学校で通級による指導を受けている生徒数が年々増加していることか

ら、高等学校においても、こうした生徒の指導・支援のニーズを適切に把握す

るとともに、高等学校における通級による指導の導入を推進します。 

⑴ 通級による指導の推進 

中学校において、通級による指導を受けている生徒が増加傾向にあ

ることから、生徒の教育的ニーズを適切に把握するとともに、必要とす

る高等学校へ、通級による指導を実施する「拠点校」での成果を共有し、

制度の導入を推進します。 

また、通級による指導については、既に実施している「拠点校」や「推

進校」を視察する機会を設けたり、県のホームページで紹介したりする

など、周知を図ります。 

≪主な取組≫ 

● 通級による指導の導入の推進 

● 通級による指導の周知 

 

⑵ 指導・支援体制の充実 

高等学校の通常の学級において、特別な配慮や支援を必要とする生

徒が一定数在籍していることから、生徒の教育的ニーズを把握すると

ともに、安全かつ円滑に学校生活が送れるよう、校内の支援体制を整備

します。 

また、特別支援教育に関する高等学校拠点校を指定し、拠点校を中心

に大学教員や臨床心理士などの専門家による巡回支援を行い、教員へ

の指導・助言等を実施することで、生徒に対する支援の充実を図ります。 

≪主な取組≫ 

● 特別な配慮や支援を必要とする生徒のための校内の支援体制整備 

● 高等学校拠点校巡回支援の充実 
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施策１１ 学校施設のバリアフリー化の推進 

  バリアフリー基準適合義務の対象となる施設に公立小・中学校等が追加さ

れたことなどを踏まえて、県立学校施設においてもバリアフリー化を進める

とともに、公立小・中学校等施設のバリアフリー化を支援します。 

⑴ 県立学校施設のバリアフリー化 

県立学校については、これまでも学校を整備する際や建物の大規模

改修の際に、多目的トイレやスロープ等の整備を行うなど、施設のバリ

アフリー化を図ってきました。 

今後も、障害のある幼児児童生徒が支障なく学ぶことができるよう、

学校施設のバリアフリー化を推進します。 

≪主な取組≫ 

● 県立学校におけるバリアフリー化の推進 

 

⑵ 公立小・中学校等施設のバリアフリー化 

小・中学校等の施設整備は学校設置者である市町村が主体的に取り

組むこととなっています。 

市町村が国庫補助制度を活用しながら、学校施設の改善を進めてい

けるよう、市町村に対して情報提供を行い、小・中学校等のバリアフリ

ー化を支援します。 

≪主な取組≫ 

● 公立小・中学校等のバリアフリー化に関する市町村への支援 
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目標Ⅳ 関係機関の連携強化による切れ目ない支援の充実 

施策１２ 就学前の連携 

  特別な配慮や支援が必要な子供及びその保護者が、乳幼児期から学齢期、社

会参加に至るまで、地域で切れ目なく支援を受けられるよう、就学前における

支援体制の整備を進めます。 

⑴ 早期からの関係機関等との連携 

特別な配慮や支援が必要な子供やその保護者が、乳幼児期から学齢

期、社会参加に至るまで、地域で切れ目なく支援を受けられるよう、教

育と健康・福祉部局や療育機関等との連携を一層深めます。 

具体的には、市町村教育委員会に対して、各市町村の福祉担当窓口な

どで配布しているサポート手帳の活用について働き掛けるとともに、

関係機関が集う協議会等による連携体制を構築します。 

≪主な取組≫ 

● 市町村教育委員会と健康・福祉部局や療育機関等との連携推進 

● きめ細かい支援を行うためのサポート手帳の活用促進【再掲】 

● 関係機関が集う協議会等による連携体制の構築 

 

⑵ 保護者への適切な情報提供 

乳幼児期から学齢期、社会参加に至るまで、将来を見据えた長期的な

視点に立ち、十分に情報が提供できるよう、特別な配慮や支援を必要と

する子供への支援に係る情報や相談窓口について、障害の有無にかか

わらず全ての保護者に周知するよう、情報提供を図ります。 

また、障害のある外国人児童生徒についても、適切な支援を受けるこ

とができるよう、支援に係る情報や相談窓口について、保護者に周知す

るよう、情報提供を図ります。 

≪主な取組≫ 

● 支援のための相談窓口の周知 
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施策１３ 在学中の連携 

  在学中においても、福祉、労働、医療などの関係機関と連携して、特別な配

慮や支援を必要とする児童生徒や保護者に対し、積極的に情報提供や支援を

行うよう努めます。 

  また、居住する地域の学校や保護者等と連携することで、児童生徒の自立と

社会参加に向けた教育の充実を図ります。 

⑴ 福祉関係機関等との連携 

放課後等デイサービスなどの障害児通所支援事業所との連携を通し

て、福祉関係機関と情報や考え方の共有を図ることを推進し、より配慮

が必要な児童生徒の支援の充実につなげます。 

≪主な取組≫ 

● 福祉関係機関等と連携した定期的な連絡会議等の実施 

 

⑵ 就労関係機関等との連携 

県立特別支援学校におけるキャリア教育では、早期から卒業後を見

据え、保護者や身近な教員以外の大人とコミュニケーションをとる機

会や、自己肯定感を高める経験が重要なことから、実際に職業体験を行

う機会等を確保するとともに、地域の就労関係機関等と連携した就労

支援を充実します。 

≪主な取組≫ 

● 就労関係機関等と連携した就労支援の充実 

 

⑶ 公立小・中学校等と県立高等学校との連携 

個々の児童生徒に必要な支援が義務教育段階から切れ目なく行われ

るよう、児童生徒や保護者の意向にも配慮し、個別の教育支援計画や個

別の指導計画を作成・活用します。 

また、小・中学校等での特別支援学級や通級による指導で様々な指導

を受けていた児童生徒に係る合理的配慮の状況などを、高等学校へ十

分に引継ぎを行うことができるよう、支援体制を充実します。 
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≪主な取組≫ 

● 個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成・活用【再掲】 

● 中学校との情報共有による支援体制の充実【再掲】 

 

⑷ 地域との連携 

学校と保護者、地域との連携・協働の充実により、障害のある幼児児

童生徒の自己肯定感を高め、自立と社会参加に向けた教育の充実を図

ります。 

また、特別支援学校におけるコミュニティ・スクールの設置を推進し、

地域と一体となって特色ある学校づくりを進めていくことで、地域か

らの関心を高め、共生社会の実現に努めます。 

さらに、切れ目なく支援をつなぐため、福祉、医療、就労等の関係機

関との連携体制を強化するとともに、特別支援学校のセンター的機能

の活用を図りながら、地域における支援のネットワークづくりを一層

推進します。 

あわせて、障害のある人と障害のない人が地域社会の一員として共

に生活していくためには、特別支援教育や障害者への理解を深めるこ

とが必要であることから、支援籍学習や交流及び共同学習を実施する

など、相互に理解を深め、支え合うための心のバリアフリーを育む機会

を推進し、地域とのつながりを深めます。 

≪主な取組≫ 

● 特別支援学校におけるコミュニティ・スクールの設置推進 

● 特別支援学校におけるセンター的機能の充実【再掲】 

● 支援籍学習や交流及び共同学習の実施による心のバリアフリーの推進 

【再掲】 
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施策１４ 卒業後の連携 

  卒業後の職場への定着を図るため、必要な配慮等を引継ぎ、適切な支援を継

続して行えるよう、就労関係機関等と連携します。 

  また、卒業後の生涯学習や余暇活動を充実できるよう、関係機関と連携し、

必要な配慮に努めます。 

⑴ 就労関係機関等との連携 

卒業後の職場への定着を図るため、個別の教育支援計画や個別の指

導計画を活用し、必要な配慮について、労働関係機関に情報が引継がれ

るよう努めます。 

また、特別支援学校、企業、ハローワーク、障害者就業・生活支援セ

ンター等の関係機関が連携した就職時及び就職後のアフターケアなど

の就労支援の充実に努めます。 

≪主な取組≫ 

 ● 個別の教育支援計画や個別の指導計画を活用した就労関係機関への引  

継ぎ 

● 地域の就労関係機関と連携した卒業後の支援体制づくりの推進 

 

⑵ 生涯学習や余暇活動の充実 

障害のある児童生徒が一生涯を通じて教育や文化芸術、スポーツな

ど、様々な機会に親しむことができるよう、アスリートや芸術家等の外

部講師を招いて授業を実施するなど、在学中から生涯学習を行うため

の素地を培う機会を充実します。 

また、卒業後も生涯学習や余暇活動の機会を充実するため、生涯学習

ステーションを通じて社会教育や学習機会に関する講座やイベントな

どの情報発信に努めます。 

≪主な取組≫ 

● 生涯学習を行うための素地を培う機会の充実 

● 生涯学習ステーションを活用した情報発信 
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施策１５ 医療的ケアが必要な子供への対応 

  医療的ケアが必要な子供が安心して学校で学ぶことができるよう、また、そ

の保護者にも安心・安全への理解が得られるよう、学校における医療的ケアの

実施体制を充実します。 

⑴ 学校における医療的ケア実施体制の充実 

特別支援学校において、医療的ケアを必要とする子供が安心して学

校で学べる環境を確保するとともに、保護者の安心・安全への理解が得

られるよう、学校における医療的ケアの実施体制を充実します。 

具体的には、関係する医師、担任、養護教諭、学校に勤務する看護師

などが連携し、必要な支援を行います。 

また、学校における医療的ケアを行うことのできる人材を確保する

ため、認定特定行為業務従事者を養成します。 

さらに、「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」を

踏まえ、人工呼吸器管理に関するモデルケースの実施や通学における

保護者の負担軽減等に取り組みます。 

あわせて、小・中学校等における医療的ケアの実施体制を充実するた

め、市町村教育委員会の要請に応じて助言・支援を行います。 

≪主な取組≫ 

● 医療的ケアの実施体制の充実 

● 市町村教育委員会への助言・支援 
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第３編 埼玉県特別支援教育推進計画の進行管理 

第１章 施策評価の実施 

本計画を着実に進めるため、目標ごとに具体的な指標を設けます。 

指標については、毎年度末から年度当初にかけて、ＰＤＣＡサイクルに基づ

く検証を行うことで、本計画の進捗管理を行います。 

 

第２章 指標の設定 

目
標 

指標 
現状 目標 

年度 数値等 年度 数値等 

Ⅰ ① 通常の学級における個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作成率※ 

  個別の教育支援計画作成率 

 

 ・公立幼稚園における作成率 Ｒ３ 89.7% Ｒ６ 100% 

 ・公立小学校における作成率 Ｒ３ 84.2% Ｒ６ 90.0% 

 ・公立中学校における作成率 Ｒ３ 70.6% Ｒ６ 80.0% 

 ・公立高等学校における作成率 Ｒ３ 86.1% Ｒ６ 90.0% 

 個別の指導計画作成率 

 

 ・公立幼稚園における作成率 Ｒ３ 89.5% Ｒ６ 100% 

 ・公立小学校における作成率 Ｒ３ 86.8% Ｒ６ 90.0% 

 ・公立中学校における作成率 Ｒ３ 74.5% Ｒ６ 80.0% 

 ・公立高等学校における作成率 Ｒ３ 91.0% Ｒ６ 95.0% 

② 支援籍学習を支える学校支援ボラン

ティア養成講座の年間受講者数 
Ｒ２ 111人 Ｒ６ 350人 

③ 特別支援学校高等部で一般就労を希

望する生徒の就職率 
Ｒ２ 81.4% Ｒ６ 90.3% 

Ⅱ ④ 特別支援学級における特別支援学校

教諭免許状保有率 
Ｒ３ 36.0% Ｒ６ 40.0% 

⑤ 特別支援学校における特別支援学校

教諭免許状保有率 
Ｒ３ 77.3% Ｒ６ 95.0% 
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目
標 

指標 
現状 目標 

年度 数値等 年度 数値等 

Ⅲ ⑥ 特別支援学校の整備 

 新設校の設置 

 県東部地域特別支援学校（仮称） Ｒ３ ― Ｒ５ 開校 

高校内分校の設置 

 

狭山清陵高校内分校（仮称） Ｒ３ ― Ｒ５ 開校 

白岡高校内分校（仮称） Ｒ３ ― Ｒ５ 開校 

鳩ケ谷高校内分校（仮称） Ｒ３ ― Ｒ５ 開校 

大宮商業高校内分校（仮称） Ｒ３ ― Ｒ６ 開校 

新座柳瀬高校内分校（仮称） Ｒ３ ― Ｒ６ 開校 

三郷北高校内分校（仮称） Ｒ３ ― Ｒ６ 開校 

校舎の増築 

 

川越特別支援学校 Ｒ３ ― Ｒ５ 供用開始 

三郷特別支援学校 Ｒ３ ― Ｒ５ 供用開始 

川口特別支援学校 Ｒ３ ― Ｒ６ 工事着手 

Ⅳ ⑦ 福祉関係機関と連携した連絡会議等

の実施率 
Ｒ１ 48.4% Ｒ６ 60.0% 

⑧ 個別の教育支援計画を用いた就労関

係機関への引継ぎを行っている割合 
Ｒ２ 72.2% Ｒ６ 100% 

 

  



 

 


